
資料3

平成３０年度における県の食育関連の取組

（単位：千円）

事業名 事業内容 予算額 担当課

食品ロス削減・生 生ごみ減量に向け、３つの「きる」の実践を県民に対して 6,264 環境政

ごみ減量強化事 促すとともに、外食時の食品ロス削減に向けた取組等を実施 策課

業 する。

（H30～31） ①３つの「きる」キャラバン隊ＰＲ活動の実施

スーパー等において、買い物客にターゲットを絞り、家

庭における３つの「きる」の必要性や具体的な実践方法に

ついてＰＲ活動を行う。

②食べきり推進店等の登録

「食べきり推進店（小売店・飲食店）」及び「食べきり推

進事業所」の登録により、県民が食品ロス削減に取り組みや

すい環境を整備する。

新規 ①高血糖からマモルキャンペーン inスーパーマーケット 5,156 がん・

民間協働型健や 主婦（無関心層）へのアプローチ先として、スーパーマー 生活習

か力啓発事業 ケットを新たな普及啓発の場とするために、取扱商品を活用 慣病対

(H30～31) した売場作成や普及啓発を委託する。 策課

・健康づくり訴求ディスプレイコンテストの開催

・尿糖試験紙配布や専門職の保健相談、折込ちらしへの健

康情報掲載をスーパーに委託

・健康づくりの訴求が売上げに与える影響をデータ化する

②健やかレディーで未来を変える事業

働き盛り世代に接する機会の多い、生命保険外交員を健康

づくりの新たな担い手として育成する。

・健康に関する知識の習得のための研修会を開催

③食生活に関する調査及びＰＲ強化

減塩や野菜・果物摂取増に向けた効果的なアプローチを行

うために要因分析を行う。

・世代別味覚調査や食習慣調査の実施

・野菜・果物摂取に関する食行動や食に関する知識の調査

の実施

栄養改善対策事 ①飲食店麺類塩分改善事業 735
業 外食における主な主食となる麺類（ラーメン・うどん・そ

(H29～33) ば）の塩分を調査し、現状把握と、副菜の組み合わせによる

塩分摂取量の調整等、１日の食事の摂り方について検討し、

食塩摂取量の減少につなげる。



（単位：千円）

事業名 事業内容 予算額 担当課

新規 ①だし活減塩ビジネスの実証 12,244 総合販

だし活！減塩ビジ ・地元企業や大学と連携し、知らない間に減塩する「無意 売戦略

ネス推進事業 識の減塩」環境づくりを推進 課

(H30～31) ②子どもの頃からの「だし活」の実践

・乳幼児健診等でのだし活伝道活動

③県産だしの評価向上と「だし活」の推進

・「だし活」５周年を契機とした記念事業

・県産だしの魅力と減塩してもおいしい「だしの力」を情

報発信

学校給食あおもり （１）学校給食向け冷凍カット野菜等の供給拡大に向けた検 2,162
産品供給・利用 討会の開催や冷凍カット野菜の試作

拡大事業 （２）学校栄養士を対象とした地元食材・加工品への理解を

(H30～32) 深めてもらうための講座等の開催

新規 １ 食育関係者と連携した青森りんご食育活動の強化 9,425 りんご

健康果実・青森り （１）県内食育関係者等を対象とした育成研修会を開催し, 果樹課

んごファンづくり 「青森りんご愛着運動応援隊（仮称）」として認定

強化事業 （２）応援隊を活用した県内での健康イベントや出前授業、

(H30～31) 県外での「知事直伝！親子で学ぶアップルスクール」の

開催

２ 子どもから若者を対象とした青森りんご食育活動の推進

（１）児童版「青森りんご」冊子や若者等を対象とした青森

りんご魅力発信ＤＶＤ等青森りんご学習教材の作成

（２）県内在住留学生を対象とした青森りんご体験会等青森

りんご啓発活動の実施

「攻めの農林水産 ①「攻めの農林水産業」推進本部・地方本部の運営 3,249 農林水

業」強化推進 ②「攻めの農林水産業」に対する生産者等の取組意欲を喚起 産政策

(H26～) するための優良事例表彰の実施 課

③消費者の視点に立った幅広い「攻めの農林水産業」の情報

発信 など

あおもりの「食」を ①「青森県食育推進会議」「地域食育ネットワーク協議会」 4,435 食の安

育む食育県民運 の運営 全・安

動推進事業 ②地域で活躍する食育指導者の指導力向上を目的とした 心推進

(H30-32) 「青森県食育指導者研修会」の開催 課

③市町村・民間団体が実施する食育事業への補助

④あおもり食育サポーターによる食育活動の推進

地域の課題に対応した食育活動の実施、県民等への食育

情報発信

⑤地域食育プロジェクトの実施

世代ごとの課題や地域の実情に対応した食育プロジェク

トを委託により実施



（単位：千円）

事業名 事業内容 予算額 担当課

県民の食育実践 県民が、農林水産業が盛んな本県の生産・流通の現場や健 8,342 食の安

向上事業 康的な食事の基礎を学ぶこと等により、「食育は身近にある 全・安

(H29-30) 食材で手軽に始められること」を理解するための機会を提供 心推進

する。 課

１ 食農体験等による食育実践支援

①地域の特色を生かした食育実践

・各地域の特色を生かした食や農に関する体験会等

②県全域を対象とする食育実践

・日本食づくり体験

和食の調理等を通じた和食の原点回帰体験

・若者たちの自炊塾

自炊できる社会人を育成するための講義等の実施

・野菜を食べようキャンペーン

野菜の摂取量増加に向けた協力店との協働による啓発等

２ 食育推進に向けた普及啓発

・食育推進シンポジウムの開催

各種食育体験の事例発表、有識者による講演、食育指導

者と県民の交流を内容とするシンポジウムの実施

食の信頼確保推 ①「青森県食の安全・安心対策本部会議」の運営 932
進事業 ②食の安全に関するリスクコミュニケーションの実施

(H26-30)

青森ならではの １ 教育旅行(日本人向け） 23,888 構造政

グリーン・ツーリ ① 課題解決能力を育む教育旅行プログラムの開発 策課

ズム確立事業 ② 学校や旅行エージェントを対象としたプロモーション

(H29～30) の展開

２ 教育旅行（外国人向け）

① 知事によるトップセールスや、海外在住のコーディネ

ーターによる教育旅行誘致プロモーションの展開

② 地域ならではの食や伝統芸能、農山漁村の生活文化体

験、雪を活用したアクティビティーなどを取り入れた魅

力的なメニューの開発とブラッシュアップ

３ 個人旅行（日本人向け）

旅行者の趣味志向に沿ったストーリー性のある体験メ

ニューの開発

４ 個人旅行（外国人向け）

ターゲットとする国の生活習慣や趣味志向、旅行動向

に合わせた体験メニューの開発

農家民宿等受入 １ 最新の施策や法律を示したグリーン・ツーリズム手引き 1,826
態勢強化事業 (仮称)の作成

(H28～30) ２ 農家民宿実践者を発掘する「農家民宿開業講座」の開催

と開業希望者への個別指導

３ 農家民宿実践者の経営能力や災害等緊急時の危機管対策

等のレベルアップを図る研修会の開催



（単位：千円）

事業名 事業内容 予算額 担当課

中山間地域ふる ・農地や土地改良施設の有する多面的機能の良好な発揮と地 2,904 農村整

さと活性化事業 域住民活動の活性化を図ることを目的として､地域住民活動 備課

(H5～) を推進する人材の育成、施設や農地の利活用及び保全整備

等の活動に対して支援を行う。

・食育に関連した支援取組としては以下のとおり。

①米づくりに必要な農業用水や農業水利施設の役割を学ぶ

ための見学会の実施に対する支援。

②"きれいな水"の大切さを理解してもらうための生き物観

察会などの実施に対する支援。

③ 環境公共への県民の理解を一層深めるため、県が主体

となって体験イベントをモデル的に実施。

漁業の担い手確 ①小中学生を対象に啓発体験学習の実施 2,945 水産振

保・育成事業 ②水産教室用パンフレット作成 興課

(H24～32)



①ごみ排出量

②リサイクル率

事業系食品ロスの約50%削減を目標

生活系生ごみの約10％削減を目標
【H27年度実績】 徐々に改善

（全国値 939g /人日 県目標値( H32）980g /人日）

（全国値 20.4% 県目標値( H32） 25.0%）

スーパー等において、買い物客にターゲットを絞り、家庭におけ
る３つの「きる」の必要性や具体的な実践方法について、職員が直
接ＰＲ活動を行うことで、県民による３つの「きる」の実践をより強力
に促進し、食品ロス・生ごみ減量に対する県民の意識をより一層
強く啓発し、ごみ排出量の削減につなげる。

食品ロス削減・生ごみ減量強化事業 （ 6,264千円）

【 現状と課題 】【現状と課題 】

第３次青森県循環型社会形成推進計画の
目標値（排出量980g）を達成

① 生活系可燃ごみのうち、約50％（約269g/人日）
を占める

② 事業系生ごみのうち、約58％（約34g/人日）を
占める

③ 資源化量が全国値の約68％（約59g/人日）と
少ない

①ごみ排出量
②リサイクル率

目標値達成のためには、㉜に向け、さらに

【 事業内容】【事業内容】 【事業効果】【事業効果】

Ｒ率 ㉗15.0％→㉜推計 15.8％（+0.8％）・目標値（▲9.2％）

排出量 ㉗1,026g→㉜推計 994g（▲32g）・目標値（+14g）

新規 環境生活部 環境政策課 H30戦略キーワード【３Ｒでめざす人と自然にやさしい「さとづくり」】

追加施策が必要

が課題

「食べきり推進店（小売店・飲食店）」及び「食べきり推進事
業所」の登録により、県民が食品ロス削減に取り組みやすい
環境を整備することで、ごみ排出量の削減につなげる。

ＰＲ効果大 生ごみ排出量の削減

「買い物客」にターゲットを絞り、より効果的に３つの「きる」をＰＲ

活動場所 ターゲット

スーパー等
（食品小売店）

買い物客
（３つの「きる」の実践者）

３つの「きる」ＰＲ活動

・ ３つの「きる」の必要性
・ ３つの「きる」の実践方法

食べきり推進事業所

【飲食店】
30・10運動の周知、小盛
メニューの提供等を行う
飲食店・旅館等を登録

【小売店】
食材の使いきりパックの

販売、惣菜の少量販売等
を行うスーパー等を登録

職場の会食・宴会等で、
30・10運動の実践を行う
事業所等を登録

家庭での食品ロス削減

食べきり推進店

取組１との
相乗効果が期待

１２月～１月 料理は食べきる強化月間の実施

食品ロス削減に取り組みやすい環境を整備

外食時の食品ロス削減



【現状・課題】 【事業内容】 【事業成果】

３食生活に関する調査及びＰＲ強化

①塩分味覚テストで減塩促進事業

食塩摂取量結果の要因分析のために味覚調査及び食習慣調査を
行う。

②野菜・果物あと少し運動の普及啓発

野菜や果物が目標値を達成できない理由を明らかにするため、食
事に対する考え方や、食行動、食に関する知識などの実態調査する。

１高血糖からマモルキャンペーンin
スーパーマーケット

①ディスプレイコンテストの開催
スーパーマーケットを新たな普及啓発の場とするために、疾病予防
の周知を、取扱商品を活用して売場（ブース）を作成、その評価を行う
ことで、スーパー職員の資質向上を目指す。

②店頭での普及啓発
①の参加企業に対し、尿糖試験紙やちらし配布、血糖測定、自社折
込チラシへの生活習慣病予防の内容掲載などの普及啓発を委託
スーパーも自発的にＰＲ（健診受診者へ自社ポイント付与など）実施

③店頭ＰＲ効果の見える化
健康づくりの訴求が売上げに与える影響をデータ化し、企業の参加
や継続実施を促す。

２健やかレディーで未来を変える事業

生命保険外交員に対し研修を実施し、新たな健康づくりの担い手

の育成を行う。営業活動の際に顧客へ健康情報の啓発を実施しても
らう。

生活習慣病の改善

早世の減少と
健康寿命の延伸

民
間
企
業
が
発
信
す
る
生
活
習
慣
病
予
防
の

新
し
い
啓
発
と
環
境
整
備

生
活
習
慣
病
予
防
の
食
生
活

定
着
に
向
け
た

基
盤
整
備

コンテスト
や研修など
を通じた新
たな担い手
育成

説得力の
あるデー
タ・教材

・無関心層への生活習慣病
予防
・適切な食習慣の普及
・意識せずに健康になる

県民一人ひとりの

「健やか力」向上

これまでの生活習慣病対策

【医療対策】
・保険者努力支援制度の評価指標の１つとなり、市町
村の糖尿病治療中断者対策は推進へ。
・保険者の協力で糖尿病改善宿泊型指導は実施可。

【予防対策】
・食改が健康まつり等で実施→関心者が参加
・被扶養者（専業主婦）の健診受診率は22.4％で低い。
→医療対策には一定の成果が。今後は無関心層
（主婦や働き盛り世代）へアプローチが必要。

人口動態統計の現状

・心疾患、脳血管疾患、糖尿病などの生活習慣病
が約25％を占めている

→男性の30代～50代まで
の死亡率は全国と比較
して約1.3倍。
平成27年平均寿命の結
果は、男女とも全国最下位
男性・・・昭和50年から９回連続

女性・・・平成７年から５回連続

直近の健康・栄養調査結果

・食塩摂取量は変化なし→要因は不明
・野菜摂取量は300.2gと増加したが、目標値は未達成
・果物100g未満の者の割合は、59.1%で悪化。
→野菜必要性は浸透したが果物対策はなし。

民間企業を

健康づくりを
担う人材へ

調査結果
の要因分
析と調査結
果に基づい
た教材

無関心層に対する積極的かつ効果的な普及啓発と、本人が意識しないで健康になる環境づくりが必要

民間協働型健やか力啓発事業

民間の力を借りて、僕がマモル！！

「健やか力」向上推進キャラクター マモルさん



＜課題＞

●「だし活」による若者を中心とし

た無関心層の減塩推進

●「だし活」のビジネスとしての展

開・定着化

※だし商品等が売れることが、

減塩への取組のバロメーター

だし活！減塩ビジネス推進事業費 （H30～H31）

事業効果

●平均寿命が男女とも最下位

生活習慣病の減少には減塩が

不可欠。だしを活用し、おいしさを

保った減塩を若い世代から周知す

ることが必要。

●だし活が県民に浸透

県広報や店頭PR活動等により県

民に「だし活」が浸透。

栄養教諭等からの情報発信により、

「だし活」が給食に浸透。

●「だし商品」の開発と販促支援

「できるだし」シリーズを開発。

県内外のスーパー等約４３０店

舗で販売中。
(18万6千個出荷 H29.2月末)

県産だしを活用し、おいしさを保っ

た減塩を民間とともに進めることに

より

●無意識での減塩による県民

の健康寿命の延伸

●地産地消の推進

●生産者の所得向上や、地域

資源の付加価値向上

●子どもの頃からの減塩

による健康寿命の延伸

と健康長寿県の実現

地域や

家庭での

だし活定着

事業内容

○あおもり食命人

外食や中食でだしを活用した健康的な料理提供

○栄養教諭・給食施設の管理栄養士

学校や保育所などの給食で適切な塩分量を提供

○だし活協議会（民間）

既存の「できるだし」商品の販売促進

３ 県産だしの評価向上と「だし活」の推進

（１）「だし活」５周年記念事業の実施

（２）料理研究家及び店頭ＰＲ等による県産だしの魅力と減塩効果

の情報発信

（１）だし活惣菜等のテスト販売

・スーパー等で「できるだし」の活用による減塩惣菜等を販売

（２）だし活減塩市場の動向調査とフィードバック

・販売結果から「無意識の減塩」効果を検証（大学と連携）

・効果検証結果の伝達と減塩惣菜の販売を促す講習会を開催

連携

中食

給食

販促

「できるだし」惣菜等の販売と効果検証により、知らな

い間に減塩する「無意識の減塩」環境づくりを進める。

併せて、「だし活」の啓発活動により、減塩に向けた行動につ

なげる。

２ 子どもの頃からの「だし活」の実践・定着

（１）乳幼児健診等におけるだし活伝道活動（委託）

（２）青森県だし活協議会による「だし活」推進活動（委託）

１ だし活減塩ビジネスの実証

現状と課題



《 現 状 》

➀ 健康的な「食」への関心は向上。一方、
りんごの健康機能性への認識が不足。

② 食習慣づくりを働きかけた児童は全国
で5万人を突破。一方、若年層のりんご
離れは顕著。
【世帯主の年齢別りんご購入量】
（総務省家計調査年報） (kg/人・年)

③ 東南アジア留学生による母国での青
森りんご口コミＰＲが始動。

《 課 題 》

①食生活に精通した新しい仲間が必要。
※毎日の食事にりんごを勧めることがポイント

②新たな若年層ターゲットに対する働きかけ
が必要。

③外国人による母国での口コミＰＲの拡大が
必要。

(1)青森りんご愛着運動応援隊（仮称）の育成
県内食育関係者等を対象とした育成研修の実施と認定

(2)県内外での健康啓発イベントの開催
応援隊活用による、県内での「いいりんごの日」健康イベ
ントや出前授業、県外での「知事直伝！親子で学ぶアッ
プルスクール」の実施

〇幼少期からのりんご消費
量の向上

○健康的な食生活の実現

○将来的な、青森りんごの
輸出の拡大

〇 りんご食習慣づくりの関係
者と働きかけ機会の拡大

〇 りんごの健康機能性への
認識の向上

〇 海外での青森りんごの口
コミＰＲの拡大

健康果実・青森りんごファンづくり強化事業費 （H30～31）

【 現状と課題 】【 現状と課題 】 【 事 業 内 容 】【 事 業 内 容 】 【 事 業 効 果 】【 事 業 効 果 】

りんご対策協議会や食育団体・大学によるりんご食育活動

青森りんごの消費量向上に向けて、りんごの食習慣づくり
を働きかける関係者を拡大して食育活動の強化を図るとと
もに、若者も対象とした食育活動を推進する。

２ 子どもから若者を対象とした青森りんご食育活動の
推進

(1)青森りんご学習教材の作成
児童版｢青森りんご｣冊子及び
若者等対象ＤＶＤの作成

(2)県内在住留学生対象の青森りんご啓発活動の実施
青森りんご体験会等の実施

１ 食育関係者と連携した青森りんご食育活動の強化

連携

区分 H17 H27 H27/H17

平均 4 4.4 110%

29歳以下 1 0.8 80%

60～69歳 6.7 6.2 93%

70歳以上 7.8 8.7 112%

健康イベント、アップ

ルスクール、食育関

連大学等での活用


